
  

 
 

令和 4年 11 月 17 日 

 

近畿経済産業局独自の経営分析ツール 

「ローカルベンチマーク Act」の提供を開始します！ 

～「ゼロゼロ融資」返済の本格化を見据えた中小企業の収益力改善支援～ 

 

 中小企業向けに新型コロナウイルス対策として実施した民間金融機関を

通じた実質無利子・無担保融資（ゼロゼロ融資）の返済が 2023 年度に本格

化することを受け、近畿経済産業局（以下「当局」）では本年 9 月に近畿管

内の信用保証協会及び中小企業活性化協議会（以下「活性化協議会」）と連

携協定を締結し、中小企業の収益力改善・事業再生・再チャレンジの促進を

強化しています。 

このたび追手門学院大学経営学部 水野 浩児 教授※1、河原 万千子 公認

会計士※2、管内活性化協議会にご協力いただき、経済産業省が提供する経

営分析ツール「ローカルベンチマーク」※3 を発展させ、各企業に適した相

談先を提案する機能を追加した「ローカルベンチマーク Act(ロカベン Act）」

の提供を開始しました。これにより、中小企業による活性化協議会等の早期・

自発的な活用を促します。 

 

１．背景と課題 

 中小企業向けに新型コロナウイルス対策として実施した民間金融機関による

ゼロゼロ融資は 2020 年 5 月から 21 年 3 月まで実施され、全国で 137 万件 23.4

兆円の融資実行がなされました。同制度では一定期間の返済据置き期間が設け

られており、今後民間ゼロゼロ融資の返済開始のピークは 2023 年 7 月頃と見ら

れています。 

コロナ関連融資の返済開始時期の実績と見通し（2022 年 3 月末時点） 

 

（出所）第 7 回中小企業政策審議会金融小委員会資料 



経済産業省は金融庁・財務省とも連携の上、本年 3 月に「中小企業活性化パ

ッケージ」（※9 月「中小企業活性化パッケージ NEXT」に発展）を策定し、資金

繰り支援の継続や事業者のフェーズに応じたきめ細やかな支援策を展開してい

ます。また当局では、増大する債務に苦しむ中小企業の収益力改善・事業再生・

再チャレンジの支援体制を強化するため、本年 9 月に信用保証協会、活性化協

議会との連携協定を締結しました。 

上記を踏まえ当局では、追手門学院大学経営学部 水野 浩児 教授、河原 万

千子 公認会計士、管内活性化協議会にご協力いただき、経済産業省が提供する

経営分析ツール「ローカルベンチマーク」（通称「ロカベン」）を発展させ、中

小企業活性化協議会等への相談を提案する機能を追加した「ロカベン Act」を

作成し提供を開始します。 

２．「ロカベン Act」について 

中小企業による「どこに相談したら良いか分からない」「相談に際して自社の

経営資源を整理出来ていない」との声について、「ロカベン Act」を活用し活性

化協議会への早期相談（収益力改善フェーズ）や支援機関との対話の入口につ

なげます。 

※Act は、事業者が当ツールを使って支援機関・金融機関へ相談するという前向きな行動

（Action）を促し、地域産業の活性化（Activate）に繋げるという目的から命名。

※当局 HP に掲載されていますので、皆様ご活用いただけます。

（当局 HP：https://www.kansai.meti.go.jp/2chuusyou/saisei/rokabenact01.html)



 
 

 

３．今後の展開 

近畿財務局や近畿税理士会の協力を得て、管内金融機関・税理士等を通じた

中小企業者のロカベン Act の活用浸透を図り、①中小企業活性化協議会の活用

による財務体質の強化、②事業再構築補助金をはじめとする施策利用による新

事業展開支援により、「ゼロゼロ融資」出口における中小企業者の収益力改善を

支援します。 

 

＜注釈＞ 

※1 追手門学院大学経営学部 水野 浩児 教授は、地域金融機関による事業性

評価について研究されているほか、経済産業省が公表した「ローカルベンチマ

ークガイドブック」の編集委員にも就任し、金融機関による事業者支援に取り

組まれています。 

 

※2 河原 万千子 公認会計士は、中小企業政策審議会金融小委員会委員、中小企

業収益力改善支援研究会委員、ローカルベンチマーク活用戦略会議委員に就任

されているなど、中小企業支援に取り組まれています。 

 

※3 ローカルベンチマークは、経済産業省が作成した「企業の健康診断」を行う

ツール。企業の経営者と金融機関・支援機関等が対話を行いながら、経営の現

状や課題を相互に理解することで、個別企業の経営改善等を目指すものです。 

（経産省 HP: 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyokinyu/locaben/） 
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